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障害者の就職件数は 14.3％増加 

～平成 22 年度 神奈川労働局管内障害者職業紹介状況～ 

 

 
平成 22 年度の神奈川県内ハローワークにおける障害者の就職件数は、厳しい雇用情勢下
にもかかわらず、2,249 件と前年度より 281 件、14.3％増加しました。  
また、解雇者数は 23 人となり、前年度より 38 人、62.3％減少しました。  

 
 
○ 新規求職申込の状況  
・新規求職申込件数は 7,949 件と、前年度を 80 件（対前年比 1.0％）下回り、７年ぶ
りの減少となった。（図表１）  
・障害者別では、前年度と同様に精神障害者の増加が著しく、過去最高の 2,728 件と
なった。（図表２）  

 
○ 就職状況  
・就職件数は 2,249 件で、前年度を 281 件（同 14.3％）上回った。（図表１）  
・精神障害者の就職件数の増加が著しく、前年度を 138 件（同 28.2％）上回った。  
（図表２）  
・産業別では、各産業で雇用が進展しつつあり、なかでも卸売・小売業、医療・福祉

業及びサービス業への就職数が大きく増加した。（図表３）  
 
○ 解雇状況  
  ・解雇者数は 23 人で、前年度を 38 人（同 62.3％）下回った。（図表４）  
 
○ 神奈川労働局では、関係機関の協力を得て、在職障害者の雇用維持を支援するとと

もに、専門機関、特別支援学校、医療関係施設などと連携した「チーム支援」による

就職支援の推進に努めている。  
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平成18年度 3,442 7,493 1,063 1,388 2,522 685 1,145 3,063 291 24 81 6 5,999 13,159 2,045

平成19年度 3,391 7,201 1,033 1,483 2,932 677 1,518 4,127 427 45 73 10 6,437 14,333 2,147

平成20年度 3,595 8,740 946 1,554 2,959 715 2,114 5,765 451 127 339 42 7,390 17,803 2,154

平成21年度 3,805 10,999 845 1,649 3,159 612 2,477 9,276 489 98 266 22 8,029 23,700 1,968

平成22年度 3,451 10,073 929 1,644 2,802 666 2,728 10,089 627 126 454 27 7,949 23,418 2,249
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（注）「その他の障害者」とは障害者手帳のない発達障害者、高次脳機能障害者、難病者などである。
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図表１　障害者の職業紹介状況

身体障害者 知的障害者 精神障害者

図表２　障害種別の職業紹介状況
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図表４　障害者の解雇者数の推移

図表３  産業別就職状況

産業分類
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平成18年度 4 75 456 0 59 55 － － 220 18 54 551 30 2,045

構成比 0.2% 3.7% 22.3% 0.0% 2.9% 5.3% 12.0% 2.3% 2.7% － 5.9% － 10.8% 0.9% 2.6% 26.9% 1.5% 100.0%

平成19年度 5 46 418 3 93 111 362 60 51 － 117 － 259 20 31 545 26 2,147

構成比 0.2% 2.1% 19.5% 0.1% 4.3% 5.2% 16.9% 2.8% 2.4% － 5.4% － 12.1% 0.9% 1.4% 25.4% 1.2% 100.0%

平成20年度 8 57 331 0 100 116 392 64 25 － 106 － 281 32 28 595 19 2,154

構成比 0.4% 2.6% 15.4% 0.0% 4.6% 5.4% 18.2% 3.0% 1.2% － 4.9% － 13.0% 1.5% 1.3% 27.6% 0.9% 100.0%

平成22年度 16 69 285 2 103 99 443 34 33 67 129 82 320 71 59 406 31 2,249

構成比 0.7% 3.1% 12.7% 0.1% 4.6% 4.4% 19.7% 1.5% 1.5% 3.0% 5.7% 3.6% 14.2% 3.2% 2.6% 18.1% 1.4% 100.0%

（件）

平成21年度 20 69 269 2 88 81 336 49 51 67 106 88 290 38 18 359 37 1,968

構成比 1.0% 3.5% 13.7% 0.1% 4.5% 4.1% 17.1% 2.5% 2.6% 3.4% 5.4% 100.0%4.5% 14.7% 1.9% 0.9% 18.2% 1.9%
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